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(57)【要約】
【課題】三重項励起エネルギーを発光に変換できる新規発光素子用材料を提供する。また
、当該新規発光素子用材料を用いた発光素子を提供する。
【解決手段】２，６－ビス（２－ピコリニル）ピリジン構造がイリジウムに配位したイオ
ン性イリジウム錯体を含む発光素子用材料を提供する。または、下記構造式（１）で表さ
れるイオン性イリジウム錯体を含む発光素子用材料を提供する。また、当該発光素子用材
料を用いた発光素子を提供する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２，６－ビス（２－ピコリニル）ピリジン構造がイリジウムに配位したイオン性イリジ
ウム錯体を含む発光素子用材料。
【請求項２】
　下記構造式（１）で表されるイオン性イリジウム錯体を含む発光素子用材料。
【化１】

【請求項３】
　請求項１または２に記載の発光素子用材料を用いた発光素子。
【請求項４】
　請求項１または２に記載の発光素子用材料を用いた発光装置。
【請求項５】
　請求項１または２に記載の発光素子用材料を用いた電子機器。
【請求項６】
　請求項１または２に記載の発光素子用材料を用いた照明装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
発光素子用材料及び該材料を用いた発光素子、発光装置、電子機器及び照明装置に関する
。
【背景技術】
【０００２】
近年、発光素子の研究開発が盛んに行われている。例えば、エレクトロルミネッセンス（
ＥＬ：Ｅｌｅｃｔｒｏｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ）を利用した発光素子の基本的な構成の
一は、一対の電極間に発光性の物質を含む層を挟んだものである。この素子に電圧を印加
することにより、発光性の物質からの発光を得ることができる。
【０００３】
このような発光素子の素子特性を向上させるために素子構造の改良や材料開発等が広く行
われている（例えば、特許文献１）。例えば、特許文献１では、高輝度発光・高発光効率
を達成するために、三重項励起エネルギーを発光に変換できる有機化合物を用いた発光素
子用材料が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００５－２１０１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００５】
本発明の一態様は、三重項励起エネルギーを発光に変換できる新規発光素子用材料を提供
することを課題の一とする。また、当該新規発光素子用材料を用いた発光素子を提供する
ことを課題の一とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
本発明の一態様は、２，６－ビス（２－ピコリニル）ピリジン構造がイリジウムに配位し
たイオン性イリジウム錯体を含む発光素子用材料である。
【０００７】
また、本発明の他の一態様は、下記構造式（１）で表されるイオン性イリジウム錯体を含
む発光素子用材料である。
【化１】

【０００８】
また、本発明の他の一態様は、上述の発光素子用材料を用いた発光素子である。
【０００９】
また、本発明の他の一態様は、上述の発光素子用材料を用いた発光装置である。
【００１０】
また、本発明の他の一態様は、上述の発光素子用材料を用いた電子機器である。
【００１１】
また、本発明の他の一態様は、上述の発光素子用材料を用いた照明装置である。
【００１２】
なお、本明細書中における発光装置とは、画像表示デバイス、発光デバイス、光源を含む
。また、パネルにコネクター、例えばＦＰＣ（Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　Ｐｒｉｎｔｅｄ　Ｃｉ
ｒｃｕｉｔ）もしくはＴＡＢ（Ｔａｐｅ　Ａｕｔｏｍａｔｅｄ　Ｂｏｎｄｉｎｇ）テープ
もしくはＴＣＰ（Ｔａｐｅ　Ｃａｒｒｉｅｒ　Ｐａｃｋａｇｅ）が取り付けられたモジュ
ール、ＴＡＢテープやＴＣＰの先にプリント配線板が設けられたモジュール、又は発光素
子にＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　Ｏｎ　Ｇｌａｓｓ）方式によりＩＣ（集積回路）が直接実装され
たモジュールも全て発光装置に含むものとする。
【発明の効果】
【００１３】
三重項励起エネルギーを発光に変換できる新規発光素子用材料を提供することができる。
また、当該新規発光素子用材料を用いた発光素子を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の一態様の発光素子を説明する図。
【図２】本発明の一態様の発光装置を説明する図。
【図３】本発明の一態様の発光装置を説明する図。
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【図４】本発明の一態様の電子機器及び照明装置を説明する図。
【図５】本発明の一態様の電子機器を説明する図。
【図６】本発明の一態様の電子機器及び照明装置を説明する図。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
以下、実施の態様について図面を用いて詳細に説明する。但し、本発明は以下の説明に限
定されず、本発明の趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形態及び詳細を様々に変
更し得ることは、当業者であれば容易に理解される。よって、本発明は以下に示す実施の
形態の記載内容に限定して解釈されるものではない。
【００１６】
（実施の形態１）
本実施の形態では、本発明の一態様の発光素子用材料及びそれを用いた発光素子について
説明する。本実施の形態においては、一対の電極と、該一対の電極間に設けられた発光層
を含んで形成されるエレクトロルミネッセンス発光を呈する発光素子を示す。ただし、本
発明の一態様の発光素子用材料は、化学発光を呈する発光素子にも適用することが可能で
ある。
【００１７】
図１（Ａ）に示す本実施の形態の発光素子において、第１の電極１０１及び第２の電極１
０３の一対の電極間に、発光層１０２が設けられている。なお、本実施の形態に示す発光
素子において、基板１００上に設けられた第１の電極１０１は陽極として機能し、第２の
電極１０３は陰極として機能する。
【００１８】
基板１００は発光素子の支持体として用いられる。基板１００としては、例えばガラス、
石英、又はプラスチックなどを用いることができる。また可撓性基板を用いてもよい。可
撓性基板とは、曲げることができる（フレキシブル）基板のことであり、例えば、ポリカ
ーボネート、ポリアリレート、ポリエーテルスルフォンからなるプラスチック基板等が挙
げられる。また、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリフッ化ビニル、ポリ塩化ビニル等
からなるフィルム、または無機蒸着フィルムなどを用いることもできる。なお、発光素子
の作製工程において支持体として機能するものであれば、これら以外のものでもよい。
【００１９】
第１の電極１０１としては、仕事関数の大きい（具体的には４．０ｅＶ以上）金属、合金
、導電性化合物、及びこれらの混合物などを用いることが好ましい。具体的には、例えば
、酸化インジウム－酸化スズ（ＩＴＯ：Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄｅ）、珪素若し
くは酸化珪素を含有した酸化インジウム－酸化スズ、酸化インジウム－酸化亜鉛、酸化タ
ングステン及び酸化亜鉛を含有した酸化インジウム、グラフェン等が挙げられる。これら
の導電性金属酸化物膜は、通常スパッタリング法により成膜されるが、ゾル－ゲル法など
を応用して作製しても構わない。例えば、酸化インジウム－酸化亜鉛は、酸化インジウム
に対し１～２０ｗｔ％の酸化亜鉛を加えたターゲットを用いてスパッタリング法により形
成することができる。また、酸化タングステン及び酸化亜鉛を含有した酸化インジウムは
、酸化インジウムに対し酸化タングステンを０．５～５ｗｔ％、酸化亜鉛を０．１～１ｗ
ｔ％含有したターゲットを用いてスパッタリング法により形成することができる。この他
、金、白金、ニッケル、タングステン、クロム、モリブデン、鉄、コバルト、銅、パラジ
ウム、又は金属材料の窒化物（例えば、窒化チタン）等が挙げられる。
【００２０】
第１の電極１０１上に形成される発光層１０２は、少なくとも２，６－ビス（２－ピコリ
ニル）ピリジン構造がイリジウムに配位したイオン性イリジウム錯体を含む発光素子用材
料を用いて形成される。より具体的には、下記構造式（１）で表されるイオン性イリジウ
ム錯体を含む発光素子用材料を用いて形成される。
【００２１】



(5) JP 2012-129513 A 2012.7.5

10

20

30

40

50

【化２】

【００２２】
なお、本発明の一態様の発光素子の発光層１０２においては、上述の発光素子用材料を、
単層で用いても良いし、上述の発光素子用材料をゲスト材料とし、公知のホスト材料に分
散させて用いても良い。又は、上述の発光素子用材料を溶媒中に分散させて用いることも
可能である。なお、発光層１０２のホスト材料は複数種用いることができる。
【００２３】
ゲスト材料をホスト材料に分散させた構成とすることにより、発光層１０２の結晶化を抑
制することができる。また、ゲスト材料の濃度が高いことによる濃度消光を抑制すること
ができる。
【００２４】
発光層１０２は、湿式法により形成するのが好ましい。湿式法による成膜は、上述の発光
素子用材料、ホスト材料及び溶媒を含む組成物を塗布することによって行う。また、当該
組成物には、他に別の有機材料が含まれていてもよい。また、成膜した膜の性質を向上さ
せるためのバインダーがさらに含まれていてもよい。バインダーとしては、電気的に不活
性な高分子化合物を用いることが好ましい。具体的には、ポリメチルメタクリレート（略
称：ＰＭＭＡ）や、ポリイミドなどを用いることができる。
【００２５】
当該組成物を用いた成膜方法としては、スピンコート法、ロールコート法、スプレー法、
キャスト法、ディップ法、液滴吐出（噴出）法（インクジェット法）、ディスペンサ法、
各種印刷法（スクリーン（孔版）印刷、オフセット（平版）印刷、凸版印刷やグラビア（
凹版）印刷など所望なパターンで形成される方法）などを用いることができる。なお、液
状の組成物を用いて成膜が可能な方法であれば上記に限定されない。なお、本明細書にお
いて湿式法により形成される膜は、その形成条件によっては非常に薄膜である場合があり
、一部非連続的な島状構造であるなど、膜として形態を保っていないものも含むものとす
る。
【００２６】
発光層１０２を湿式法で作製する場合、成膜は大気圧下で行うことができるため、真空装
置などにかかる設備を軽減することができる。さらに、真空装置を用いずとも良いことか
ら、真空チャンバーの大きさに処理基板の大きさが制限されず、基板の大型化にも対応で
きる。また、プロセス温度の側面から見ると、組成物中の溶媒を除去する程度の温度の加
熱処理が必要なだけであるので、高い加熱処理では分解や変質、変形が生じてしまう基板
、材料も用いることができる。
【００２７】
また、流動性を有する液状の組成物を用いて形成するために、材料の混合が容易であり、
また、被形成領域に対する被覆性もよい。
【００２８】
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発光層１０２は、膜状であっても、流動性を有する液状の組成物であってもよい。流動性
を有する液状の組成物の場合には、第１の電極１０１及び第２の電極１０３が設けられた
密封性のセルに該組成物を充填させればよい。
【００２９】
第２の電極１０３は、第２の電極１０３が陰極として機能する際は仕事関数の小さい（好
ましくは３．８ｅＶ以下）金属、合金、導電性化合物、及びこれらの混合物などを用いて
形成することが好ましい。具体的には、元素周期表の第１族又は第２族に属する元素、す
なわちリチウムやセシウム等のアルカリ金属、及びマグネシウム、カルシウム、ストロン
チウム等のアルカリ土類金属、及びこれらを含む合金（例えば、Ｍｇ－Ａｇ、Ａｌ－Ｌｉ
）、ユーロピウム、イッテルビウム等の希土類金属及びこれらを含む合金の他、アルミニ
ウムや銀などを用いることができる。
【００３０】
なお、第２の電極１０３を形成する場合には、真空蒸着法やスパッタリング法を用いるこ
とができる。また、銀ペーストなどを用いる場合には、塗布法やインクジェット法などを
用いることができる。
【００３１】
上述した発光素子は、第１の電極１０１と第２の電極１０３との間に生じた電位差により
電流が流れ、発光層１０２において正孔と電子とが再結合することにより発光する。そし
て、この発光は、第１の電極１０１又は第２の電極１０３のいずれか一方又は両方を通っ
て外部に取り出される。従って、第１の電極１０１又は第２の電極１０３のいずれか一方
、又は両方が可視光に対する透光性を有する電極となる。
【００３２】
なお、第１の電極１０１と第２の電極１０３との間に設けられる層の構成は、上記のもの
に限定されない。発光層１０２以外に機能層を設けた構成としてもよい。
【００３３】
なお、発光層１０２は、２層以上を積層させた構成としてもよい。その場合、少なくとも
１層に本発明の一態様の発光素子用材料を含む構成とすればよい。なお、発光層１０２を
２層以上の積層構造とする場合、各層の発光色は同じであってもよいし、異なる発光色を
呈する層を積層させてもよい。また、発光物質として蛍光性化合物を含む層と、発光物質
として燐光性化合物を含む層を積層させることも可能である。
【００３４】
また、発光層を複数層積層する場合、図１（Ｂ）に示すように、積層された第１発光層１
０２ａと第２発光層１０２ｂとの間には、電荷発生層３１３を設けてもよい。
【００３５】
電荷発生層３１３は、第１の電極１０１と第２の電極１０３に電圧を印加したときに、一
方の発光層に電子を注入し、他方の発光層に正孔を注入する機能を有する。本実施の形態
の場合には、第１の電極１０１に第２の電極１０３よりも電位が高くなるように電圧を印
加すると、電荷発生層３１３から第１発光層１０２ａに電子が注入され、第２発光層１０
２ｂに正孔が注入される。
【００３６】
なお、電荷発生層３１３は、光の取り出し効率の点から、可視光に対する透光性を有する
ことが好ましい。また、電荷発生層３１３は、第１の電極１０１や第２の電極１０３より
も低い導電率であっても機能する。
【００３７】
電荷発生層３１３は、正孔輸送性の高い有機化合物と電子受容体（アクセプター）とを含
む構成であっても、電子輸送性の高い有機化合物と電子供与体（ドナー）とを含む構成で
あってもよい。また、これらの両方の構成が積層されていても良い。なお、電子受容体や
電子供与体は、少なくとも電界のアシストにより電子を授受するものであればよい。
【００３８】
正孔輸送性の高い有機化合物に電子受容体が添加された構成とする場合において、正孔輸
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送性の高い有機化合物としては、例えば、４，４’－ビス［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－
フェニルアミノ］ビフェニル（略称：ＮＰＢ）やＮ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニル）
－Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－［１，１’－ビフェニル］－４，４’－ジアミン（略称：ＴＰ
Ｄ）、４，４’，４’’－トリス（Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ）トリフェニルアミン（略
称：ＴＤＡＴＡ）、４，４’，４’’－トリス［Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェ
ニルアミノ］トリフェニルアミン（略称：ＭＴＤＡＴＡ）、４，４’－ビス［Ｎ－（スピ
ロ－９，９’－ビフルオレン－２－イル）－Ｎ―フェニルアミノ］ビフェニル（略称：Ｂ
ＳＰＢ）などの芳香族アミン化合物等を用いることができる。
【００３９】
また、電子受容体としては、７，７，８，８－テトラシアノ－２，３，５，６－テトラフ
ルオロキノジメタン（略称：Ｆ４－ＴＣＮＱ）、クロラニル等を挙げることができる。ま
た、遷移金属酸化物を挙げることができる。また元素周期表における第４族乃至第８族に
属する金属の酸化物を挙げることができる。具体的には、酸化バナジウム、酸化ニオブ、
酸化タンタル、酸化クロム、酸化モリブデン、酸化タングステン、酸化マンガン、酸化レ
ニウムは電子受容性が高いため好ましい。中でも特に、酸化モリブデンは大気中でも安定
であり、吸湿性が低く、扱いやすいため、好ましい。
【００４０】
一方、電子輸送性の高い有機化合物に電子供与体が添加された構成とする場合において、
電子輸送性の高い有機化合物としては、例えば、トリス（８－キノリノラト）アルミニウ
ム（ＩＩＩ）（略称：Ａｌｑ）、トリス（４－メチル－８－キノリノラト）アルミニウム
（ＩＩＩ）（略称：Ａｌｍｑ３）、ビス（１０－ヒドロキシベンゾ［ｈ］キノリナト）ベ
リリウム（ＩＩ）（略称：ＢｅＢｑ２）、ビス（２－メチル－８－キノリノラト）（４－
フェニルフェノラト）アルミニウム（ＩＩＩ）（略称：ＢＡｌｑ）など、キノリン骨格又
はベンゾキノリン骨格を有する金属錯体等を用いることができる。また、ビス［２－（２
－ベンゾオキサゾリル）フェノラト］亜鉛（ＩＩ）（略称：Ｚｎ（ＢＯＸ）２）、ビス［
２－（２－ベンゾチアゾリル）フェノラト］亜鉛（ＩＩ）（略称：Ｚｎ（ＢＴＺ）２）な
どのオキサゾール系、チアゾール系配位子を有する金属錯体なども用いることができる。
さらに、金属錯体以外にも、２－（４－ビフェニリル）－５－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフ
ェニル）－１，３，４－オキサジアゾール（略称：ＰＢＤ）や１，３－ビス［５－（ｐ－
ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール－２－イル］ベンゼン（略
称：ＯＸＤ－７）、３－（４－ビフェニリル）－４－フェニル－５－（４－ｔｅｒｔ－ブ
チルフェニル）－１，２，４－トリアゾール（略称：ＴＡＺ）、バソフェナントロリン（
略称：ＢＰｈｅｎ）、バソキュプロイン（略称：ＢＣＰ）なども用いることができる。
【００４１】
また、電子供与体としては、アルカリ金属、アルカリ土類金属、希土類金属、又は元素周
期表における第１３族に属する金属及びその酸化物、炭酸塩などを用いることができる。
具体的には、リチウム、セシウム、マグネシウム、カルシウム、イッテルビウム、インジ
ウム、酸化リチウム、炭酸セシウムなどを用いることが好ましい。また、テトラチアナフ
タセンのような有機化合物を電子供与体として用いてもよい。
【００４２】
このような構成を有する発光素子は、エネルギーの移動や消光などの問題が起こり難く、
材料の選択の幅が広がることで高い発光効率と長い寿命とを併せ持つ発光素子とすること
が容易である。また、発光層を積層した場合における駆動電圧の上昇を抑制することがで
きる。また、電極材料の抵抗による電圧降下を小さくできるので、大面積での均一発光が
可能となる。
【００４３】
以上示したように、新規発光素子用材料として２，６－ビス（２－ピコリニル）ピリジン
構造がイリジウムに配位したイオン性イリジウム錯体を含む発光素子用材料を提供するこ
とができる。また、２，６－ビス（２－ピコリニル）ピリジン構造がイリジウムに配位し
たイオン性イリジウム錯体を含む発光素子用材料を用いて発光素子を作製することができ
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る。
【００４４】
また、本実施の形態で示した発光素子を用いて、パッシブマトリクス型の発光装置や、ト
ランジスタによって発光素子の駆動が制御されたアクティブマトリクス型の発光装置を作
製することができる。
【００４５】
本実施の形態は、他の実施の形態と適宜組み合わせて用いることができる。
【００４６】
（実施の形態２）
本実施の形態では、本発明の一態様の発光装置について図２を用いて説明する。なお、図
２（Ａ）は、発光装置を示す上面図、図２（Ｂ）は図２（Ａ）をＡ－Ｂ及びＣ－Ｄで切断
した断面図である。
【００４７】
図２（Ａ）において、点線で示された４０１は駆動回路部（ソース側駆動回路）、４０２
は画素部、４０３は駆動回路部（ゲート側駆動回路）である。また、４０４は封止基板、
４０５はシール材であり、シール材４０５で囲まれた内側は、空間になっている。
【００４８】
なお、引き回し配線４０８はソース側駆動回路４０１及びゲート側駆動回路４０３に入力
される信号を伝送するための配線であり、外部入力端子となるＦＰＣ（フレキシブルプリ
ントサーキット）４０９からビデオ信号、クロック信号、スタート信号、リセット信号等
を受け取る。なお、ここではＦＰＣしか図示されていないが、このＦＰＣにはプリント配
線基板（ＰＷＢ）が取り付けられていても良い。本明細書における発光装置には、発光装
置本体だけでなく、それにＦＰＣ又はＰＷＢが取り付けられた状態をも含むものとする。
【００４９】
次に、断面構造について図２（Ｂ）を用いて説明する。素子基板４１０上には駆動回路部
及び画素部が形成されているが、ここでは、駆動回路部であるソース側駆動回路４０１と
、画素部４０２中の一つの画素が示されている。
【００５０】
なお、ソース側駆動回路４０１はｎチャネル型ＴＦＴ４２３とｐチャネル型ＴＦＴ４２４
とを組み合わせたＣＭＯＳ回路が形成される。また、駆動回路は、ＴＦＴで形成される種
々のＣＭＯＳ回路、ＰＭＯＳ回路又はＮＭＯＳ回路で形成しても良い。また、本実施の形
態では、基板上に駆動回路を形成したドライバ一体型を示すが、必ずしもその必要はなく
、駆動回路を基板上ではなく外部に形成することもできる。
【００５１】
また、画素部４０２はスイッチング用ＴＦＴ４１１と、電流制御用ＴＦＴ４１２とそのド
レインに電気的に接続された第１の電極４１３とを含む複数の画素により形成される。な
お、第１の電極４１３の端部を覆って絶縁物４１４が形成されている。ここでは、ポジ型
の感光性アクリル樹脂膜を用いることにより形成する。
【００５２】
また、被覆性を良好なものとするため、絶縁物４１４の上端部又は下端部に曲率を有する
曲面が形成されるようにする。例えば、絶縁物４１４の材料としてポジ型の感光性アクリ
ルを用いた場合、絶縁物４１４の上端部のみに曲率半径（０．２μｍ～３μｍ）を有する
曲面を持たせることが好ましい。また、絶縁物４１４として、光の照射によってエッチャ
ントに不溶解性となるネガ型、或いは光の照射によってエッチャントに溶解性となるポジ
型のいずれも使用することができる。
【００５３】
第１の電極４１３上には、発光層４１６及び第２の電極４１７がそれぞれ形成されている
。第１の電極４１３、発光層４１６及び第２の電極４１７の材料としては、実施の形態１
で示した材料をそれぞれ適用することが可能である。なお、発光層４１６は少なくとも本
発明の一態様の発光素子用材料を含む。本実施の形態においては、第１の電極４１３が陽
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極として機能し、第２の電極４１７が陰極として機能する。
【００５４】
さらにシール材４０５で封止基板４０４を素子基板４１０と貼り合わせることにより、素
子基板４１０、封止基板４０４、及びシール材４０５で囲まれた空間４０７に発光素子４
１８が備えられた構造になっている。なお、空間４０７には、充填材が充填されており、
不活性気体（窒素やアルゴン等）が充填される場合の他、シール材４０５で充填される場
合もある。
【００５５】
なお、シール材４０５にはエポキシ系樹脂を用いるのが好ましい。また、これらの材料は
できるだけ水分や酸素を透過しない材料であることが望ましい。また、封止基板４０４に
用いる材料としてガラス基板や石英基板の他、ＦＲＰ（Ｆｉｂｅｒｇｌａｓｓ－Ｒｅｉｎ
ｆｏｒｃｅｄ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ）、ＰＶＦ（ポリビニルフロライド）、ポリエステル又
はアクリル等からなるプラスチック基板を用いることができる。
【００５６】
以上のようにして、本発明の一態様の発光素子を有するアクティブマトリクス型の発光装
置を得ることができる。
【００５７】
また、本発明の発光素子は、上述したアクティブマトリクス型の発光装置のみならずパッ
シブマトリクス型の発光装置に用いることもできる。図３に本発明の一態様の発光素子を
用いたパッシブマトリクス型の発光装置の斜視図及び断面図を示す。なお、図３（Ａ）は
、発光装置を示す斜視図、図３（Ｂ）は図３（Ａ）をＸ－Ｙで切断した断面図である。
【００５８】
図３において、基板５０１上の第１の電極５０２と第２の電極５０３との間には発光層５
０４が設けられている。第１の電極５０２の端部は絶縁層５０５で覆われている。そして
、絶縁層５０５上には隔壁層５０６が設けられている。隔壁層５０６の側壁は、基板面に
近くなるに伴って、一方の側壁と他方の側壁との間隔が狭くなるような傾斜を有する。つ
まり、隔壁層５０６の短辺方向の断面は、台形状であり、底辺（基板５０１表面と平行で
、絶縁層５０５と接する辺）の方が上辺（基板５０１表面と平行で、絶縁層５０５と接し
ない辺）よりも短い。このように、隔壁層５０６を設けることで、クロストーク等に起因
した発光素子の不良を防ぐことができる。
【００５９】
以上により、本発明の一態様の発光素子を有するパッシブマトリクス型の発光装置を得る
ことができる。
【００６０】
なお、本実施の形態で示した発光装置（アクティブマトリクス型、パッシブマトリクス型
）は、いずれも本発明の一態様の発光素子を用いて形成される。
【００６１】
なお、本実施の形態は、他の実施の形態と適宜組み合わせることが可能である。
【００６２】
（実施の形態３）
本実施の形態では、本発明を適用した一態様である発光装置を用いて完成させた様々な電
子機器および照明器具の一例について、図４乃至図６を用いて説明する。
【００６３】
発光装置を適用した電子機器として、例えば、テレビジョン装置（テレビ、又はテレビジ
ョン受信機ともいう）、コンピュータ用などのモニタ、デジタルカメラ、デジタルビデオ
カメラ、デジタルフォトフレーム、携帯電話機（携帯電話、携帯電話装置ともいう）、携
帯型ゲーム機、携帯情報端末、音響再生装置、パチンコ機などの大型ゲーム機などが挙げ
られる。これらの電子機器および照明器具の具体例を図４に示す。
【００６４】
図４（Ａ）は、テレビジョン装置の一例を示している。テレビジョン装置７１００は、筐
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体７１０１に表示部７１０３が組み込まれている。表示部７１０３により、映像を表示す
ることが可能であり、発光装置を表示部７１０３に用いることができる。また、ここでは
、スタンド７１０５により筐体７１０１を支持した構成を示している。
【００６５】
テレビジョン装置７１００の操作は、筐体７１０１が備える操作スイッチや、別体のリモ
コン操作機７１１０により行うことができる。リモコン操作機７１１０が備える操作キー
７１０９により、チャンネルや音量の操作を行うことができ、表示部７１０３に表示され
る映像を操作することができる。また、リモコン操作機７１１０に、当該リモコン操作機
７１１０から出力する情報を表示する表示部７１０７を設ける構成としてもよい。
【００６６】
なお、テレビジョン装置７１００は、受信機やモデムなどを備えた構成とする。受信機に
より一般のテレビ放送の受信を行うことができ、さらにモデムを介して有線又は無線によ
る通信ネットワークに接続することにより、一方向（送信者から受信者）又は双方向（送
信者と受信者間、あるいは受信者間同士など）の情報通信を行うことも可能である。
【００６７】
図４（Ｂ）はコンピュータであり、本体７２０１、筐体７２０２、表示部７２０３、キー
ボード７２０４、外部接続ポート７２０５、ポインティングデバイス７２０６等を含む。
なお、コンピュータは、発光装置をその表示部７２０３に用いることにより作製される。
【００６８】
図４（Ｃ）は携帯型遊技機であり、筐体７３０１と筐体７３０２の２つの筐体で構成され
ており、連結部７３０３により、開閉可能に連結されている。筐体７３０１には表示部７
３０４が組み込まれ、筐体７３０２には表示部７３０５が組み込まれている。また、図４
（Ｃ）に示す携帯型遊技機は、その他、スピーカ部７３０６、記録媒体挿入部７３０７、
ＬＥＤランプ７３０８、入力手段（操作キー７３０９、接続端子７３１０、センサ７３１
１（力、変位、位置、速度、加速度、角速度、回転数、距離、光、液、磁気、温度、化学
物質、音声、時間、硬度、電場、電流、電圧、電力、放射線、流量、湿度、傾度、振動、
におい又は赤外線を測定する機能を含むもの）、マイクロフォン７３１２）等を備えてい
る。もちろん、携帯型遊技機の構成は上述のものに限定されず、少なくとも表示部７３０
４および表示部７３０５の両方、又は一方に発光装置を用いていればよく、その他付属設
備が適宜設けられた構成とすることができる。図４（Ｃ）に示す携帯型遊技機は、記録媒
体に記録されているプログラム又はデータを読み出して表示部に表示する機能や、他の携
帯型遊技機と無線通信を行って情報を共有する機能を有する。なお、図４（Ｃ）に示す携
帯型遊技機が有する機能はこれに限定されず、様々な機能を有することができる。
【００６９】
図４（Ｄ）は、携帯電話機の一例を示している。携帯電話機７４００は、筐体７４０１に
組み込まれた表示部７４０２の他、操作ボタン７４０３、外部接続ポート７４０４、スピ
ーカ７４０５、マイク７４０６などを備えている。なお、携帯電話機７４００は、発光装
置を表示部７４０２に用いることにより作製される。
【００７０】
図４（Ｄ）に示す携帯電話機７４００は、表示部７４０２を指などで触れることで、情報
を入力することができる。また、電話を掛ける、或いはメールを作成するなどの操作は、
表示部７４０２を指などで触れることにより行うことができる。
【００７１】
表示部７４０２の画面は主として３つのモードがある。第１は、画像の表示を主とする表
示モードであり、第２は、文字等の情報の入力を主とする入力モードである。第３は表示
モードと入力モードの２つのモードが混合した表示＋入力モードである。
【００７２】
例えば、電話を掛ける、或いはメールを作成する場合は、表示部７４０２を文字の入力を
主とする文字入力モードとし、画面に表示させた文字の入力操作を行えばよい。この場合
、表示部７４０２の画面のほとんどにキーボード又は番号ボタンを表示させることが好ま
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しい。
【００７３】
また、携帯電話機７４００内部に、ジャイロ、加速度センサ等の傾きを検出するセンサを
有する検出装置を設けることで、携帯電話機７４００の向き（縦か横か）を判断して、表
示部７４０２の画面表示を自動的に切り替えるようにすることができる。
【００７４】
また、画面モードの切り替えは、表示部７４０２を触れること、又は筐体７４０１の操作
ボタン７４０３の操作により行われる。また、表示部７４０２に表示される画像の種類に
よって切り替えるようにすることもできる。例えば、表示部に表示する画像信号が動画の
データであれば表示モード、テキストデータであれば入力モードに切り替える。
【００７５】
また、入力モードにおいて、表示部７４０２の光センサで検出される信号を検知し、表示
部７４０２のタッチ操作による入力が一定期間ない場合には、画面のモードを入力モード
から表示モードに切り替えるように制御してもよい。
【００７６】
表示部７４０２は、イメージセンサとして機能させることもできる。例えば、表示部７４
０２に掌や指で触れ、掌紋、指紋等を撮像することで、本人認証を行うことができる。ま
た、表示部に近赤外光を発光するバックライト又は近赤外光を発光するセンシング用光源
を用いれば、指静脈、掌静脈などを撮像することもできる。
【００７７】
図４（Ｅ）は、照明装置の一例を示している。照明装置７５００は、筐体７５０１に光源
として本発明の一態様の発光装置７５０３ａ～７５０３ｄが組み込まれている。照明装置
７５００は、天井や壁等に取り付けることが可能である。
【００７８】
また、本発明の一態様の発光装置は、発光素子が薄膜状であるため、曲面を有する基体に
貼り付けることで、曲面を有する発光装置とすることができる。また、その発光装置を、
曲面を有する筐体に配置することで、曲面を有する電子機器または照明装置を実現するこ
とができる。
【００７９】
図５は車両の運転席周辺の内部図である。図５において、ダッシュボードには表示装置６
００が設置され、フロントガラスには表示装置６０２が設置された例を示している。図５
に示す表示装置６００は、曲面を有する筐体に表示部６０４が組み込まれており、表示部
６０４により、映像を表示することが可能である。表示装置６００において、本発明の一
態様の発光装置を表示部６０４に用いることができる。
【００８０】
また、図５に示す表示装置６０２は、曲面を有する筐体に表示部６０６が組み込まれてお
り、本発明の一態様の発光装置を表示部６０６に用いることができる。本発明の一態様に
係る発光装置は、発光装置に含まれる発光素子の一対の電極及びその支持体に、透光性を
有する材料を用いることで、発光装置の上面及び下面の双方から外部に発光を取り出すこ
とができる。従って、この発光装置を表示部６０６に適用することで、表示部６０６から
フロントガラスを通して外部を視認することができる。同様に、外部からフロントガラス
を通して表示部６０６に表示される画像を視認することもできる。
【００８１】
なお、図５に示す表示装置６００または表示装置６０２を、照明装置として用いることも
可能である。
【００８２】
図６は、発光装置を、室内の照明装置８０１として用いた例である。発光装置は大面積化
も可能であるため、大面積の照明装置として用いることができる。その他、曲面を有する
筐体を用いることで、発光領域が曲面を有する照明装置８０３とすることもできる。本実
施の形態で示す照明装置に含まれる発光素子は薄膜状であり、筐体のデザインの自由度が
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高い。したがって、様々な意匠を凝らした照明装置とすることができる。
【００８３】
また、本発明の一態様を適用した照明装置を用いた部屋に、図４（Ａ）で一例を示したよ
うな、テレビジョン装置７１００ａを設置することも可能である。テレビジョン装置７１
００ａは、通常の２次元表示に加えて３次元表示機能を有していてもよい。図６において
は、３次元表示観賞用のメガネ８０５を用いて３次元表示された画像を鑑賞することがで
きる。
【００８４】
以上のようにして、発光装置を適用して電子機器や照明器具を得ることができる。発光装
置の適用範囲は極めて広く、あらゆる分野の電子機器に適用することが可能である。
【００８５】
なお、本実施の形態に示す構成は、上記実施の形態に示した構成を適宜組み合わせて用い
ることができる。

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】



(14) JP 2012-129513 A 2012.7.5

フロントページの続き

【要約の続き】
【選択図】なし


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

